
豊中市保育所等設置等に係る事前協議要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、次条の者が児童福祉法等（以下「法」という。）に定める保育所等

を設置又は改築、大規模修繕等の施設整備及び移行（以下「設置等」という。）を実施

しようとする際に、その認可の申請及び各種届出の手続きを行うための事前協議につ

いて、必要な事項を定める。 

 

（対象事業者） 

第２条 この要綱の対象となる者（以下「既存法人」という。）は次に記載する。 

１ 豊中市内で法に定める保育所、家庭的保育事業等及び認可外保育施設を運営する者 

２ 豊中市内で学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める学校を運営する者 

３ 豊中市内で就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律（平成１８年法律第７７号）に定める幼保連携型認定こども園を運営する者 

４ 豊中市内で社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に定める第一種社会福祉事業又

は第二種社会福祉事業を運営する者 

 

（保育所等の用地等） 

第３条 保育所等の用地等の所有者（以下「物件所有者」という。）が次の事項に該当し

ないこと。 

１ 物件所有者が住民税又は法人住民税、固定資産税、都市計画税等を滞納している 

２ 物件所有者が暴力団（豊中市暴力団排除条例（平成２５年度豊中市条例第２５号）

第２条第１号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員

をいう。）又は暴力団密接関係者（同条第３号に規定する暴力団密接関係者をいう。）

に該当する 

 

（事前協議） 

第４条 既存法人が法に定める保育所等の設置等をしようとする際は、あらかじめ当該

保育所等の設置等に係る計画の段階において、保育所等設置等事前協議書（様式第１

号）と別表に掲げる書類を添付した上で市長に提出し、当該保育所等の設置等につい

て協議するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による協議が成立したときは、その旨を保育所等設置等事前協

議完了通知書（様式第２号）により既存法人に通知するものとする。 

 

（本協議） 

第５条 既存法人は、前条第２項の規定により、本協議を行うものとする。 

２ 本協議は、保育所等の認可・確認申請、保育所等の整備にかかる補助金申請、入札、

契約等について行うものとする。 

３ 本協議において、事前協議の内容を変更する場合はその内容を速やかに説明するこ

と。 



４ 既存法人は、前条第２項の規定による通知を受けた後に、本協議を中止し辞退する

ときは、速やかに、その旨を保育所等設置本協議中止・辞退報告書（様式第３号）によ

り市長に報告するものとする。 

 

（設置認可の申請） 

第６条 法に定める保育所等の設置認可申請については、豊中市保育所設置認可等要綱

に基づき行う。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年９月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年１１月１６日から施行し、平成２８年４月１日以降の事業 

実施分から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１８日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年１２月２８日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年３月７日から施行する。 

  



 

（別表） 

区分 
協議書 

（様式第１号） 
平面図 検査済証 誓約書 

近隣住民

への説明

の記録 

送迎計画 

保育所 ○ ○ △ △ △ △ 

認定こども園 

（幼保連携型） 
○ ○ △ △ △ △ 

認定こども園 

（幼稚園型・保育所型） 
○ ○ － － － △ 

小規模保育事業Ａ型 ○ ○ △ △ △ △ 

事業所内保育事業 ○ ○ △ △ △ △ 

施設型給付幼稚園 ○ － － － － － 

※検査済証については、既存園舎を活用する計画の場合のみご提出ください。 

※建物及び土地所有者が申請者と異なる場合のみ誓約書をご提出ください。 

※近隣住民への説明の記録及び送迎計画書については、創設（新築）により新たに施設

を整備する場合や現在の送迎状況から変更する場合のみご提出ください。 

 

 

 

 



様式第１号 

 年  月  日 

 

豊中市長 様 

 

所在地 

法人名 

代表者職・氏名 

 

保育所等設置等事前協議書 

 

 児童福祉法等に規定する保育所等を設置・移行したいので、下記のとおり、必要書類を

添えて協議の申込みをします。 

記 

 

１．設置又は移行する施設の種類（下記のいずれかにチェックをしてださい。） 

   □保育所  □小規模保育事業 A型  □事業所内保育事業 

□幼保連携型認定こども園  □幼稚園型認定こども園  □施設型給付幼稚園 

 

２．設置方法（下記のいずれかにチェックをしてださい。） 

 ※施設整備を伴わない施設類型の移行の場合は、「□既存園舎を活用」にチェックしてく

ださい。 

   □賃貸物件を活用（□検査済証が有り □既存建築物状況報告書が有り） 

   □自己所有物件を活用（□検査済証が有り □既存建築物状況報告書が有り） 

  □新築 

  □既存園舎を活用 

   所在地：豊中市           （施設名：         ） 

 

３．事業開始日（予定） 

       年  月  日 

 

４．定員（予定） 

歳児 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

人数（人）         

1号        

2・3号        

 

５．添付資料 

 別表のとおり 

  



様式第２号 

第     号 

 年  月  日 

 

 

             様 

 

豊中市長       □印 

 

 

保育所等設置等事前協議完了通知書 

 

 

年   月   日付けで提出のありました保育所等設置等事前協議書に基づ

く下記施設に係る事前協議については、協議が成立し、事前協議が完了しましたので、そ

の旨を通知します。なお、今後、認可・認定・移行に向けた本協議を行うこととします。 

 

 

記 

 

 

１．施 設 所 在 地 

   豊中市 

 

２．定 員 

      人 

 

３．事業開始予定日 

       年  月  日 

 

４．備     考 

 

 

 

 

  



様式第３号 

 

年 月 日 

 

豊中市長 様 

 

所在地 

法人名 

代表者職・氏名 

 

 

保育所等設置等本協議中止・辞退報告書 

 

 

      年   月   日付けで事前協議が完了した下記施設について、本協議を

中止・辞退しますので、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 施設の名称 

 

 

２ 施設所在地 

 

 

３ 中止・辞退理由 

 

 

 

 



 

誓 約 書 

 

（運営予定者）        が実施を計画している保育所等に関わる建物・土地所

有について、次の事項を誓約します。 

これらが事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して豊中市が行う一

切の措置について異議の申し立てを行いません。 

 

 １ 建物・土地について、住民税又は法人住民税、固定資産税、都市計画税等の税金を

滞納していません。 

 ２ 豊中市暴力団排除条例第２条第１号、２号及び第３号に掲げる者のいずれにも該

当しません。 

 ３ 豊中市が本誓約書の事実の確認のために、建物・土地所有者の個人情報を大阪府豊

中警察署長又は大阪府豊中南警察署長へ提供することに同意します。 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

 

豊中市長 様 

 

 

 

 

建物・土地所有者 

     （生年月日    年  月   日） 

住所  

 

 

 

 

 

 


